[bookmark: OLE_LINK1]特記仕様書（国有農地境界確定測量業務）

自作農財産用地測量調査委託業務仕様書に無い事項は、この特記仕様書により実施する。

Ⅰ　一般
　1　概数
　　　　業務数量総括表の「摘要」欄に「概数」と記して示した数量は、概数であり、業務着手前に相互確認することとし、必要に応じて設計変更する。
　　　　なお、過大な出来高に対して変更するものでないことに留意すること。
　　　　概数に係る業務の実施に当たっては、必要に応じて資料等を作成の上、業務担当員と着手前に十分協議の上、実施すること。
　2　打合せ
　　　　測量業務共通仕様書1－1－12による打合せについては、主として次の段階で行うものとする。なお、打合せ構成人員は、下記のとおりとする。
・着手・最終：測量主任技師相当者1名、測量技師相当者1名
・中　　　間：測量主任技師相当者1名、測量技師補相当者1名
	項　目
	作　業　段　階
	備　　考

	着手時
	条件等の提示、貸与資料等の提示、身分証明書の交付
	打合場所
渡島総合振興局
農務課
打合せ回数は４回

	中　間
<段階確認①>
	業務履行状況の確認、配点計画書の確認、概数の確定
	

	中　間
<段階確認②>
	業務履行状況の確認、境界仮杭計画書の確認、概数の確定
	

	最　終
<段階確認③>
	成果品内容の確認
	


3　貸与資料
貸与資料等は次のとおりであり、契約書に定める期間内に受領書を提出のこと。
特に定めない場合の引き渡し時期は委託者及び受託者打合せの上決定し、返却は完了検査時以前とする。
	分　　類
	貸与資料
	数量
	備　　考

	該当無し
	
	
	


　　　　貸与資料の管理は契約書に定めるものとする。
　　　　又、貸与資料は本業務以外のために複写及び複製をしてはならない。なお、本業務のために複写及び複製をした資料は、別途指示するものを除き、業務終了後直ちに抹消、消却、裁断等の方法により廃棄処分すること。
4　設計変更
4-1　設計変更をする場合
　　　　契約書第17条から第18条及び共通仕様書第3編1－1－23の2の（3）に規
定する委託者と受託者に規定する協議事項は、次のとおりとする。
（1）Ⅱ－2に示す「測量条件」に変更が生じた場合。
（2）業務数量総括表に示す「作業項目及び数量」に変更が生じた場合。
（3）Ⅰ－2に示す「打合せ」に変更が生じた場合。
（4）Ⅲに示す「成果品」に変更が生じた場合。
（5）関係機関等対外的協議等により設計計画等に変更が生じた場合。
（6）その他
（7）（1）～（6）に伴い、業務期間の変更が生じた場合。
　　4-2　概数の確定による設計変更
　　　　概数確定に係る添付資料は次のとおりとし、概数確定後速やかに提出すること。
（1） 複数の業務地域がある場合は、地域ごとの数量を整理すること。
（2） 当初と設計変更後の数量を記載し、変更後の数量を確認できる資料を添付して提出すること。

Ⅱ　測量
　1　共通事項
　　1-1　地元関係団体
　　　　本業務を進めるにあたっては、次の関係官庁等と調整を図り実施すること。
　　　　　各市町村農業委員会、管轄法務局
1-2　精度管理
　　　　本業務において測量成果の精度及び品質について確認のため点検測量を行うものとする。（北海道公共測量作業規程第13条により行うものとする。）
ただし、埋設後の用地境界杭または、用地境界仮杭設置後は全点精度管理を行い、精度管理表を作成することとし、較差の許容範囲は北海道公共測量作業規程第410条とする。なお、間接測距の場合は、その旨を摘要欄に記載すること。
	区分
	測量種別
	点検率
	備　　考

	基準点
基準点
用地測量
石標埋設
図面
図面
	1級、2級基準点測量
3級、4級基準点測量
用地幅杭設置測量
埋設後の用地境界杭
国有農地等実測図
現況図
	10％
5％
100％
100％
100％
100％
	永久標
永久標、木杭


　　　　本業務において境界測量、用地境界仮杭の設置、用地境界杭の設置作業終了後に全点、用地実測図、用地平面図作成の作業終了後に全葉の精度管理を行い、精度管理表を作成すること。
　　　　ただし、用地境界仮杭と、用地境界杭の設置を同一業務で行う場合は用地境界杭の設置後に全点の精度管理を行うものとする。
1-3　機械器具の検定
　　　　本測量業務に使用する機器等は、北海道公共測量作業規程に基づき、日本測量協会測量技術センター等が発行する証明書の写しを成果品に添付すること。
1-4　成果品の検定
　　　　本測量作業の成果品は、北海道公共測量作業規程に定める測量機器の検定に関する技術を有する第三者機関における審査を受け検定証明書を成果品に添付するものとする。（座標変換、基準点測量（3級以上）の測量成果）
2　測量条件
2-1　特記条件
　　2-1-1　資料収集及び調査・測量関係
　　　　本業務実施にあたり、特に未相続者・不在者・残地・杭入れ箇所・現況地目の扱いに疑義が生じた場合は、業務担当員と協議すること。
　　2-1-2　基準点測量（1～3級）関係
基準点の配点計画にあたっては、4級基準点を考慮した最も合理的な配点計画とすること。（別紙1を参照）
　　　　また、乙は、国家基準点を使用する場合、測量法に基づき国土地理院に提出する図面（国土地理院の発行図又は複製承認を得た地図を使用すること。）を作成すること。
　　2-1-3　基準点測量（4級）関係
　　　　基準点の配点計画にあたっては、後続の境界測量、用地境界仮杭設置作業を考慮した最も合理的な配点計画とすること。
　　　　4級基準点の配点計画書（修正地図連続図に配点したもの）を事前に業務担当員に提出し、段階確認①を受けること。また、測量後の成果も速やかに業務担当員に提出すること。（別紙1を参照）
　　　　なお、補助基準点からの用地境界仮杭の設置は、原則行わない。
　　2-1-4　座標変換関係
　　　　旧日本測地系による測量成果を使用する場合は、世界測地系に基づいた基準点成果（測地成果2011）に座標変換作業を行うものとし、事前に業務担当員と協議すること。
　　　　十勝沖地震（H.15）により世界測地系に基づいた基準点成果及び測量成果については、座標補正作業を行うものとし、事前に業務担当員と協議すること。
　　　　座標変換及び座標補正作業は、国土地理院が提供する「測地成果2000導入に伴う公共測量成果座標変換マニュアル」及び「座標補正ソフトウェア「PatchJGD」を用いた公共測量成果改訂マニュアル」に基づき行うものとする。
　　　　国土地理院に提出する「公共測量実施計画書」の実施計画に対する助言等で、座標変換及び座標補正した公共基準点成果について検定機関での検定を指示された場合は、検定機関での検定を受けること。
　　　　座標変換及び座標補正した基準点（3級基準点以上）が永久標の場合、甲が国土地理院に測量成果の提出をするので、次の資料を求めることがある。
	名　　　　　　称
	縮　　尺
	数量

	座標変換成果の写し
	
	１

	点の記の写し
	
	１

	配点図
	1/25,000
	１

	精度管理表の写し
	
	１

	検定証明書の写し（地理院から指示された場合）
	
	１

	基準点設置後の履歴
	
	１


　







　2-1-5　境界確定及び立会関係
特記仕様書様式（境界確定協議書）は、国有農地1筆ごとに作成し、隣接者全員から徴取すること。
また、地図訂正、地積更正登記の必要な場合は、承諾書（様式-4）も併せて作成し、隣接者全員から徴取すること。
隣接地が、財務省所管の国有地又は脱落地の場合は、事前に業務担当員と協議のうえ財務事務所と協議すること。
また、隣接地が官公署等の管理する河川、道路等の場合は、特記仕様書様式（公共施設等調書）を作成すること。
　　2-1-6　法定外公共物の確認及び国有地の処理
　　　　国有地（財務省所管の普通財産）の未登記地については、「法定外公共物に係る国有財産の譲与」により市町村への譲与の有無について、財務事務所及び関係市町村の確認をすること。
　　　　確認の結果（所管確認及び法定外公共物に係る国有財産の未譲与地）、国有地等の未登記地については、事前に業務担当員と協議のうえ財務事務所と協議すること。
　　　　現地においては、所定の箇所に石標または、木杭を設置すること。
　　2-1-7　占用物件調査
(1) 占用物件が確認されたときは、特記仕様書様式（占用物件調書）を作成すること。
(2) 占用物件が官公署等の管理する河川、道路等の場合は、特記仕様書様式（公共施設等調書）を作成すること。
　2-1-8　地元聞き取りの実施
(1) 国有農地の買い受け希望があった場合は、「面積集計表」の備考欄にその旨を記載すること。（Ⅲ－2参照～記入例）
(2) 不在者の情報収集については、業務担当員と協議の上、聞き取り調査を実施すること。
2-1-9　境界測量関係
境界点座標の確定においては、「境界点座標値確定経緯表」を作成すること。（別紙2を参照）
　3　段階確認
　　3-1　業務計画書の提出時に社内検査規程を提出すること。
3-2　各段階確認では、社内検査の実施報告を行うこと。

　4　その他
　　4-1　概数確定、設計変更に関する数量とりまとめ（段階確認）に関する補足事項
（1）第1回段階確認は、基準点測量実施計画を確認し、数量を確定する。
基準点測量は、網図に点数と永久標タイプを明示すること。
なお、全体のうち一部の概数を精査する項目がある場合は、内訳が分かる資料を添付すること。
（2）第2回段階確認は、第１回で精査した内容を除き、全数量を確定する。
あわせて、境界点数と新設境界点数、杭の種類、見出しポールの有無を明示し、一覧表で集計すること。新設境界点は以前に埋設されていた杭の種類を明示すること。
4-2　特定外来生物
受託者は、委託業務区域において、事前に特定外来生物（植物）の生育が確認した場合は、業務担当員に報告すること。
なお、特定外来生物の同定方法については、環境省ＨＰを参照のこと。
簡易版：http://www.env.go.jp/nature/intro/4document/manual/shokubutsu.pdf
詳細版：http://www.env.go.jp/nature/intro/4document/manual/shokubutsu2.pdf
北海道内で確認されている特定外来生物（植物）の種は下記のとおりである。
種名：オオハンゴンソウ、オオキンケイギク、アレチウリ、オオフサモの４種

Ⅲ　成果品
１　　提出すべき成果品
　　　　　別紙「成果品一覧」による。
２　電子納品
　　　　　本業務は電子納品施行運用対象業務とする。電子納品の運用にあたっては「農業農村整備事業　電子納品運用の手引き（案）【業務編】令和４年３月版」（以下「手引き」という。）に基づくものとする。なお、ここに記述する以外の事項は、業務担当員と協議のうえ、電子化の範囲等を決定しなければならない。
成果品は「測量成果電子納品要領（案）」（農林水産省農村振興局、平成３１年４ 月）（以下「要領」という。）に基づいて作成した電子データを電子媒体（CD-R等）で正副２部提出する。「手引き」及び要領の解釈に疑義がある場合は、業務担当員と協議のうえ、電子化の是非を決定する。
成果品の提出の際には、電子納品チェックシステム（農林水産省農業農村整備事業版）によるチェックを行い、「要領」に準拠していることを確認した後、ウイルス対策を実施したうえで提出すること。
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別紙２

境界点の確定

目的と意義　　事業用地取得（分筆登記）に係る一筆地の確定は、前段登記（地図訂正・地積更正登記）の必要性の是非を判断する重要なものです。

境界点座標値確定経緯表

①－③ 備　　　　　　　　考

X Y X Y ⊿X ⊿Y ⊿L X Y ⊿X ⊿Y ⊿L X Y

1 1,500.000 2,500.000 1500.121 2,500.245 0,121 0.245 0.273 1,500.058 2,499.879 0.058 -0.121 0.134 1,500.000 2,500.000既知成果

2 1,628.565 2,628.565 1,628.469 2,628.264 -0.096 -0.301 0.417 1,629.147 2,629.170 0.582 0.605 0.839 1,628.565 2,628.565１－２－３－４は直線である

3 1,757.130 2,757.130 1,757.034 2,757.285 -0.246 0.155 0.290 1,757.130 2,757.130既知成果

6 1,660.706 2,853.554 1,661.401 2,853.019 0.695 -0.535 0.769 1,660.706 2,853.554３－１１の直線上の１/２

7 1,497.538 2,677.538 1,497.538 2,677.538復元

8 1,377.862 2,622.138 1,377.604 2,621.718 0.258 0,420 0.493 1,377.363 2,622.373 0.499 0.655 0.823 1,377.862 2,622.138１３－１の直線上の１００ｍ

9 1,593.113 2,663.619 1,593.113 2,663.619復元

11 1,564.282 2,949.978 1564.349 2,949.800 0.067 0.246 0.255 1,564.466 2,950.252 0.184 0.274 0.330 1,564.282 2,949.978既知成果

12 1,435.717 2,821.413 1,436.068 2,821.598 0.351 0.185 0.397 1,435.717 2,821.413既知成果

13 1,307.152 2,692.848 1,307.393 2,693.083 0.241 0.235 0.337 1,307.152 2,692.848既知成果

14 1,467.858 3,046.402 1,467.143 3,045.867 -0.715 -0.535 0.797 1,467.858 3,046.402１１－１９の直線上の１/２

15 1,402.143 2,980.867 1,401.468 2,980.332 -0.675 -0.535 0.861 1,401.468 2,980.332関係者現地確認位置　復元

16 1,339.293 2,917.837 1,339.428 2,918.105 0.135 0.268 0.300 1,339.293 2,917.837既知成果

17 1,210.728 2,789.272 1,210.993 2,789.427 0.265 0.155 0,307 1,210.728 2,789.272既知成果

19 1,371.434 3,142.826 1,371.092 3,143.191 -0,342 0.365 0.500 1,371.434 3,142.826既知成果

20 1,242.869 3,014.261 1,242.925 3,014.366 0.056 0.105 0.119 1,242.869 3,014.261既知成果

21 1,114.304 2,885.696 1,114.564 2,886.026 0.260 0.330 0.420 1,114.221 2,885.561 -0.083 -0.135 0.158 1,114.304 2,885.696既知成果

※ 例）一筆地測量及び地積測定の誤差の限度は、精度区分乙１で　75㎝を適用する。 （不動産登記規則第１０条)

１、 ①既知座標とは、地籍調査等によるデーターとする。（号線等から計算で算出できるデーターを含む）

２、 ②読取座標とは、地図の全ての境界点の読取データーとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

３、 ③実測座標とは、現地の境界標があるか又は、境界標が無くともその点が明らかな場合の実測デー

 　ターとする。

注 １、①既知座標値と②読取座標値の較差（⊿L)が限度を超えた場合は、再度読み取りを行い、精度を

　　高めることが必要である。

③、実測座標 確定座標

境界点名

①、既知座標 ②、読取座標 ①－②
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別紙１

基準点配点計画書に関する提出資料

配点計画書には次の資料を添付すること。

　 

3級基準点（既存）

　  4級基準点計画（補助基準点、節点含む）

路線ｾﾝﾀｰ

TA1

TA2

TA3補助

（使用目的）

・TA1

　　　

境界測量、仮杭設置

・TA2

　　　

境界測量、仮杭設置

・TA3補助　境界測量

 

〔留意事項〕

①各基準点の観測範囲を明記する。

②各基準点の使用目的（画地調整、境界測量、仮杭設置等）

③後続作業、経済性等を考慮した場合、３級基準点に換えて２級基準点を設置したほうが望ましい場合

は、２級基準点を考慮した資料を提出してください。

◆基準点配点図ｲﾒｰｼﾞ（修正転写連続図等を用い作成する）


